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○提供している地理空間情報

○地理空間情報の活用事例

• 活用された国土地理院の地理空間情報

– 空中写真の利用

– 浸水概況図の利用

– 空中写真＋浸水概況図の利用– 空中写真＋浸水概況図の利用

– 地殻変動データの利用

– 背景地図データの利用

●提供実績：1,206件（5月24日時点）
●HPリクエスト数 *(http://www.gsi.go.jp)

915万（2月）→2,125万（3月）→1,941万（4月）



○地理空間情報の活用事例

• 活用事例の類型化（試み）

– 災害の場所を示す

– 災害の様相を示す

– 施設等との重ね合わせ

– 付加情報と重ね合わせ広く情報提供– 付加情報と重ね合わせ広く情報提供

– 分析に用い価値ある情報を得る

• 活用事例の紹介（次ページ以降）
– 活用された国土地理院の地理空間情報は下線を付す

災害の様相を示す

– 住宅地図と空中写真の重
ね合わせ画像を被災地域
の自治体へ提供

– 罹災証明発行業務やボラ

Ａ企業（地理空間情報分野）

– 罹災証明発行業務やボラ
ンティア活動等への支援を
想定

– 3県・21市町に提供（5/31
現在）

協力：防災科学技術研究所、東京大学

2011年4月15日ニュースリリースより



施設等との重ね合わせ ３．活用
事
例

– 港湾局作成

• 交通政策審議会 港湾
分科会防災部会資料と
して利用

– 空中写真を使い地震と– 空中写真を使い地震と
津波による船舶やオイ
ルタンクの被災・漂流
状況を図示（久慈港の
例）

付加情報と組み合わせ広く提供

• 復興支援地図情報

– 国土地理院空中写真と地図を組み合わせウェブ提
供

– 現状把握、復

Ｂ企業（地理空間情報分野）

– 現状把握、復
興計画、罹災
証明での使用
を想定

http://neogis.dyndns.org/sinsai/index.html



災害の様相を示す

– 海岸マツ林の被害状況把握

・ 現地調査前に写真で事前確認

– 被災地域の空中写真を利用

• 撮影パラメータも入手し活用

東北支所

ステレオ立体・計測装置

• 撮影パラメータも入手し活用

• 空中写真をステレオ立体視・計測

• 樹高、地盤高、林帯幅等の計測

– 写真の迅速な提供を高く評価

• 現地計測の代替に利用すべき

• 地上解像度25cmが必要

岩手県普代村普代浜

岩手県田野畑村明戸

分析に用い価値ある情報を得る

• 三陸地区企業被災調
査

– 航空写真その他データ
から三陸地区浸水域の

Ｅ企業（信用調査）

から三陸地区浸水域の
企業の被災状況を推定。

– 被災企業数1,857社
– 被災企業従業員数

18,631人
2011年4月22日HP記事より



災害の場所を示す

– 津波浸水範囲図、高解像
度空中写真を利用

– 罹災証明の判定に活用。
証明書交付の効率化に寄

宮城県気仙沼市

証明書交付の効率化に寄
与

– 津波等による被災地の建
築制限地区の設定検討に
活用

写真：気仙沼市提供

災害の様相を示す

– 罹災概況図

• 東日本大震災復興構想
会議（2011/4/23）村井県
知事発表資料

– 国土地理院の新旧の空

宮城県

– 国土地理院の新旧の空
中写真、津波浸水範囲
図を使い、県内の罹災
概況を報告

http://www.cas.go.jp/jp/fukkou/#02



分析に用い価値ある情報を得る

• 都市・地域整備局

– 市街地の津波被災
状況を暫定推定

– 浸水範囲概況図と航– 浸水範囲概況図と航
空写真から計92㎢を
判読

– 対象自治体の市街
地の3割に相当

注）建築物の被害については別途の精査が必要

2011年4月1日記者発表資料より

施設等との重ね合わせ

– 「被災地の復旧に関す
る検討会議」農村振興
局提出資料

– 津波浸水域及び空中写
真を利用

– 被災区域と農地、農業
施設、集落の位置関係
の把握に利用



災害の場所を示す

– 自治税務局固定資産税課
長通知（都道府県宛）

– 平成23年度固定資産税及
び都市計画税の課税免除
の区域指定に「国土地理院
の津波浸水概況図が参考
にできる」とした。

– 迅速な区域指定に寄与

分析に用い価値ある情報を得る

・統計局地理情報室作成

ー 津波浸水範囲データ
と2010年国勢調査速2010
報値の基本単位区
データを重ね合わせ

ー 浸水範囲の人口・世
帯の目安を推定



施設等との重ね合わせ

– 文化財部伝統文化課文
化財保護調整室の作成

– 津波浸水域と伝統文化
財を重ね合わせ財を重ね合わせ

– 被災地域の関係自治体
に情報提供

付加情報と組み合わせ広く提供

Ａ 新聞
• 津波被害の報道

– 2011/3/29付
– 国土地理院の津波浸
水概況図を基に湛水

朝日新聞社に無断で転載することはできません

水概況図を基に湛水
状況、津波波高、被災
写真、解説を組み合
わせる

– 被害状況を多角的に捉
え、読者の理解を助ける



災害の場所を示す

– 電子基準点による地殻変動データをもとに地殻変
動分布図を作成・掲載（2011年6月号）

– 今回の地震
に伴う地殻

Ａ雑誌（科学分野）

に伴う地殻
変動が生じ
た範囲を直
感的にわか
るよう視覚化

著作権保護のため
図版は割愛しました。

分析に用い価値ある情報を得る

• 海域の地殻変動

– 海底基準点のデー
タを解析、東日本

海上保安庁

タを解析、東日本
大震災で水平24m、
3mの隆起を観測

– 解析のため国土地
理院の陸域の地殻
変動情報も利用



災害の場所を示す

– 線量測定マップ（推定値）の
作成とHP公表

– 背景図に国土地理院・電子
国土基本図を使用国土基本図を使用

– 線量分布と背景図に示され
た自治体の配置や土地の地
勢の関連性を表現

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/other/detail/
__icsFiles/afieldfile/2011/05/17/1305519_051619.pdf

○最近の取り組み

• 各分野のニーズもくみ取りつつ、

情報活用への施策を展開。

• 地域連携の取り組み強化• 地域連携の取り組み強化

• 地図データ更新作業の迅速化、

防災部門との連携強化

→電子国土Webシステムの改良



平成２３年台風１２号による大雨関連

空中写真等データ

地方整備局・開発局との
連携強化

地方整備局・開発局との
連携強化

平成２３年台風１２号による大雨関連

省内高速ＬＡＮ

最寄りの事務所

地方公共団体へ



事例集、利活用の手引き

国や地方公共団体は、連携して地理空間情
報高度活用社会の実現に向けて取り組む

（基本法、基本計画）

広域における基盤地図情
報等の整備のための連携報等の整備のための連携
に関する検討

地方公共団体をはじめとす
る各団体等での基盤地図
情報の利活用事例の調査

18

検討・調査結果を地方公共団体等の活
用を目的に「利活用事例集」、「手引」と
して取りまとめ、配布

道内事例は Ｐ１９，Ｐ３６，Ｐ４４ に


